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国
立
病
院
、
労
災
病
院
は
14
年
度
に

新
法
人
へ

　

国
立
病
院
と
労
災
病
院
は
新
法
人
へ
移

行
し
、
統
合
を
視
野
に
２
月
上
旬
に
も
担

当
者
の
会
合
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
る
。
１
月

31
日
、
厚
労
省
に
お
い
て
開
か
れ
た
「
国

立
病
院
と
労
災
病
院
の
在
り
方
検
討
会

（
座
長
相
川
直
樹
・
慶
応
大
学
名
誉
教
授
）」

は
報
告
書
を
ま
と
め
た
。
国
立
病
院
、
労

災
病
院
は
14
年
４
月
に
新
た
な
法
人
と
し

て
出
発
す
る
。

　

厚
労
省
の
「
独
立
行
政
法
人
・
公
益
法

人
等
整
理
合
理
化
委
員
会
」
の
報
告
書

（
08
年
12
月
27
日
）
に
よ
り
、
11
年
４
月
、

国
立
病
院
機
構
と
労
働
者
健
康
福
祉
機
構

の
傘
下
の
病
院
を
再
編
、
整
理
す
る
た
め

の「
在
り
方
検
討
会
」が
設
置
さ
れ
た
。「
合

理
化
委
員
会
」
に
よ
れ
ば
、
６
つ
の
国
立

高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
お
よ
び
８

つ
の
国
立
病
院
は
政
策
医
療
を
担
う
も
の

と
し
て
理
解
で
き
る
が
、
そ
れ
以
外
は
存

在
理
由
が
理
解
で
き
な
い
と
い
っ
た
評
価

が
く
だ
っ
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
両
法

人
の
病
院
が
担
当
す
る
政
策
医
療
、
公
的

病
院
と
し
て
の
存
在
理
由
を
見
直
す
よ
う

指
示
が
出
さ
れ
た
。

バックナンバー→ http://www.medical-news.jp/

　

本
年
１
月
19
日
に
ま
と
ま
っ
た
「
行
政

刷
新
会
議
の
独
立
行
政
法
人
改
革
に
関
す

る
分
科
会
」
の
報
告
書
は
省
庁
の
付
属
機

関
を
独
立
行
政
法
人
に
し
た
た
め
、
分
野

の
多
様
さ
と
業
務
の
複
雑
さ
を
顧
み
る
こ

と
な
く
一
律
の
制
度
に
は
め
込
ん
だ
た

め
、
期
待
さ
れ
て
い
た
国
の
政
策
を
効
果

的
に
実
施
す
る
昨
日
が
発
揮
で
き
な
い
仕

組
み
に
な
っ
た
と
の
反
省
か
ら
新
た
な
法

人
制
度
へ
の
移
行
を
提
案
し
た
。

　

さ
ら
に
両
法
人
に
は
国
か
ら
の
財
政
支

出
割
合
が
少
な
く
自
律
的
な
経
営
可
能
と

し
、
効
率
的
な
経
営
を
実
現
す
る
、
固
有

の
根
拠
法
に
よ
る
法
人
と
す
べ
き
と
し
て

い
る
。
さ
ら
に
国
民
負
担
の
最
小
化
、
政

策
医
療
の
明
確
化
、
国
と
の
関
係
性
（
今

回
の
よ
う
な
大
震
災
に
関
わ
る
緊
急
且
つ

連
続
的
な
救
急
な
医
療
の
役
割
）、
目
標

管
理
シ
ス
テ
ム
、
民
間
医
療
機
関
と
の
役

割
分
担
、
組
織
肥
大
化
の
防
止
、
医
療
の

質
の
向
上
、
財
務
の
透
明
性
確
保
、
適
正

な
利
益
配
分
な
ど
の
観
点
を
示
し
た
。
ま

た
、
国
立
病
院
の
新
法
人
移
行
に
あ
た
っ

て
職
員
の
非
公
務
員
化
へ
む
け
た
課
題
の

（単位：億円） 

   労災病院における当期損益の推移（H16～22年度） 

区 分 年 度 
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主なマイナス要因と累積欠損額 

▲43 ▲51 

（億円） 

 0 

 第２期中期目標期間（～Ｈ２５） 第１期中期目標期間 
 

独法移行後204億円の改善 
（15年度 ▲191億円    22年度 ＋13億円） 

※   :  ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝによる影響額 

主なマイナス要因 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 
廃止病院の欠損 ▲ 26 ▲ 26 ▲ 15 ▲ 4       
ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ破綻等による退職給付費用の増         ▲ 36 ▲ 50 ▲ 35

発 
生 
額 

１９年度 ▲ １７０億円 ▲ 36  ▲ 24 ▲ 24
２０年度 ▲ １７７億円 ▲ 25 ▲ 25
２１年度    ９７億円  14 

※計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と一致していないものがある。 27 
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解
決
、
調
整
を
行
う
よ
う
指
示
し
た
。
労

災
病
院
に
つ
い
て
は
未
払
い
賃
金
立
替
払

事
業
は
勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
に
移
管

す
べ
き
と
し
た
。

統
合
に
致
命
的
な
デ
メ

リ
ッ
ト

　　

検
討
会
の
課
題
は
政
策
医
療
の
存
続
と

連
携
統
合
に
あ
っ
た
。
報
告
書
で
は
、
結

核
、
重
症
心
身
障
害
、
筋
ジ
ス
ト
ロ
フ
ィ

ー
、
ア
ス
ベ
ス
ト
関
連
疾
患
な
ど
民
間
で

は
不
採
算
医
療
に
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
政

策
医
療
は
引
き
続
き
率
先
し
て
実
施
す
る

べ
き
と
し
た
。
一
般
医
療
に
つ
い
て
は
併

せ
て
提
供
し
て
い
く
よ
う
提
言
し
た
。

　

統
合
に
つ
い
て
は
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
医

薬
品
、
医
療
機
器
の
共
同
購
入
の
実
施
が

あ
る
一
方
、
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
組
織
の

肥
大
化
、
陸
軍
・
海
軍
病
院
、
結
核
療
養

所
な
ど
が
も
と
に
な
る
国
立
病
院
と
労
災

病
院
で
は
成
り
立
ち
、
風
土
の
異
な
る
法

人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
が
効
く
の
か
。
国
立
病

院
の
黒
字
経
営
が
労
災
病
院
の
赤
字
を
補

填
す
る
と
い
っ
た
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
も
考

え
ら
れ
る
。
職
員
に
関
し
て
は
、
賃
金
の

平
準
化
を
労
働
条
件
の
統
一
と
い
う
問
題

も
心
配
だ
と
し
て
い
る
。
検
討
会
で
は
高

橋
信
雄
委
員
（
Ｊ
Ｆ
Ｅ
ス
チ
ー
ル
株
式
会

社
安
全
衛
生
部
長
）
が
「
デ
メ
リ
ッ
ト
は

致
命
的
に
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
統
合
は

困
難
と
す
べ
き
」
と
強
調
し
た
。

　

新
谷
信
幸
委
員（
連
合
総
合
労
働
局
長
）

は
「
両
病
院
の
統
合
に
近
い
ア
ク
シ
ョ
ン

は
あ
る
か
」
と
質
し
た
の
に
対
し
、
事
務

局
は
「
２
月
上
旬
に
両
法
人
の
総
務
部
担

当
者
が
集
ま
り
共
同
溝
入
、
共
同
利
用
に

つ
い
て
の
打
合
せ
を
行
う
」と
回
答
し
た
。

加
え
て
新
谷
委
員
は
「
両
病
院
が
連
携
し

た
こ
と
の
評
価
は
ど
う
す
る
」
と
続
け
た

の
に
つ
い
て
、
事
務
局
は
「
評
価
委
員
会

で
診
療
連
携
な
ど
に
突
い
て
対
外
的
に
オ

ー
プ
ン
す
る
用
意
を
進
め
て
い
る
」
と
回

答
し
た
。

　

最
後
に
大
谷
泰
夫
医
政
局
長
は
「
国
立

病
院
と
労
災
病
院
を
所
管
す
る
両
法
人
を

た
だ
ち
に
統
合
す
る
と
い
う
こ
と
は
困
難

で
あ
る
」
と
し
、「
医
薬
品
等
の
物
品
の

共
同
購
入
の
体
制
を
組
み
、
将
来
の
統
合

を
視
野
に
い
れ
取
り
組
ん
で
き
た
い
」
と

結
ん
だ
。

 
 
 

         労災病院の繰越欠損金（ 法移行後から22年度末） 

・廃止病院の欠損【▲７１億円(Ｈ16 ～19年度)】 
 霧島､岩手､筑豊､珪肺､大牟田の各労災病院 

･独法移行に伴う資産の再減価償却 
        【▲１４０億円（Ｈ16～18年度）】 

「全ての費用」に相当 
 する収益が不足 

事業費､人件費､減価償却費等の費用 
 ・薬品、医療材料 
 ・給与 
 ・建設設備等の維持管理費用（保守・法定点検等）      
  ・建物・機器等の減価償却費用  等 

 
 

診療収入、経営改善等による収益確保    
  ・入院基本料7:1等の上位施設基準取得 
  ・病床利用率の管理による患者数の確保 
  ・有料室の効率的運用 
  ・後発医薬品の使用拡大 
  ・コンサルタント導入等の IT経費効率化 等     

通常の運営費用 

 繰越欠損金 
371億円（22年度末） 

通常の運営収益 

 
臨時・特殊な要因による費用 267億円 

 

全ての収益 
（16～22年末） 

全ての費用 
（16～22年末） 

･厚年基金運用 【▲５６億円（Ｈ16～22年度）】 
 ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝに破綻等による影響 ▲１２０億円 
                   運用益     ６４億円    

26 


